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はじめに
　日本に暮らす外国人の数は、ここ数年増加の傾向
を示している。法務省の在留外国人統計をみると、
2008 年末に 2,144,682 人と一旦ピークを迎えた在留
外国人は、その年に発生したリーマン・ショックに
よる世界的な不況に伴う外国人労働者の雇い止めな
どにより、減少に転じた。2012 年末まで減り続け
た 後、2013 年 か ら 再 び 増 加 し、2016 年 末 に は
2,382,822 人と過去最多となった。日本の総人口に
占める割合は、およそ 1.8％である1）。
　一方、文科省の学校基本調査によれば、全国の公
立小学校、中学校、高等学校、義務教育学校、中等
教育学校、特別支援学校に在籍している外国籍の児
童生徒数は、2016 年度で合計 80,119 人となっている。
これは、これらの学校の全在籍児童生徒数の約
0.7％となっている。
　さらに、「日本語指導が必要な児童生徒の受け入
れ状況等に関する調査」によると、2016 年度の日
本語指導が必要な外国籍の児童生徒は、同じく全国
の公立小学校、中学校、高等学校、義務教育学校、
中等教育学校、特別支援学校をあわせ、34,335 人と
なっている。また、帰国児童生徒や、日本国籍を含
む重国籍の児童生徒、さらに国際結婚家庭の児童生
徒などで、日本国籍を持ちながら日本語指導が必要
な者は、2016 年度の公立諸学校で 9,612 人となって
いる。それぞれ在籍児童生徒数に対する割合は、約
0.3％、約 0.1％である。割合としては決して高くは
ないが、在留外国人数の動向と同じように増加傾向
にあり、それぞれ過去最多の数字となっている。そ
の点では、外国籍児童生徒や日本語教育が必要な児
童生徒に対する教育は、現在の日本の学校教育が抱
える重要な課題の一つであることが確認できる。
　ここで改めて振り返るまでもなく、外国籍児童生
徒2）教育に関しては、数多くの研究が重ねられてき
た。特に、戦後まもなくからは、在日韓国朝鮮人な
どのいわゆるオールドカマーの子どもたちの教育保
障について、実践と研究が蓄積されてきた。1970
年代以降は、インドシナ難民など東南アジアからの
移民家庭の子どもたちの増加、1980 年代からのフィ
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リピン系女性と日本人男性との国際結婚によって生
まれた子どもたちの存在、そして 1990 年の入管法
改正以降の、南米から来日した日系人家庭の子ども
たちの急増など、ニューカマーの子どもたちに関わ
る教育についても、研究と実践が幅広く取り組まれ
てきた。筆者は、このうち主にブラジル人児童生徒
の教育に関し、いくつかの調査研究に参加する機会
を得てきた（その成果としては、たとえば小内編
（2003, 2009）など）。また、所属している教職大学
院では「多文化共生教育の課題と実践」、「外国籍児
童生徒の支援と学校運営」などの授業を担当してい
ることもあり、現在でも群馬県内のブラジル人集住
地域の公立学校やブラジル人学校などでお世話にな
り、教育や研究を進めさせていただいている。
　そのなかで、公立学校、ブラジル人学校、双方の
先生方から異口同音に聞かれたのは、「保護者対応
が大きな課題の一つとなっている」ということであ
る。公立学校においては、言語の違いもあり、そも
そもコミュニケーションが図りづらいという問題が
ある。また、学校文化の違いもあり、互いが前提と
している「学校なるもの」についてのイメージが共
有しづらいという困難も抱えている。
　一方、ブラジル人学校では、言語や学校文化につ
いて、家庭と学校との間にそれほどの齟齬があるわ
けではない。しかし、日本にあるブラジル人学校で
学んだ後の進学や就職といった進路について、保護
者と教員の側では認識の差異があることも聞かれた。
いずれもその内実は異なるが、公立学校においても
エスニック・スクールにおいても、保護者と教員、
家庭と学校との間で、共通認識を構築することに困
難を抱えていることがわかる。
　戦中戦後を代表する社会学者であった鈴木榮太郎
は、かつてその著書『都市社会学原理』（鈴木［1957］
1969）のなかで、都市に暮らす人々の典型的な生活
パターンとして「正常人口の正常生活」を描出した。
ここでは、職場、あるいはその準備段階としての学
校、さらに家庭を、人々の基本的な生活の場として
把握した。これを受けて小内透は、人々の生活を職
場で展開される労働世界と家庭で展開される生活世
界からなるものとし、学齢期にあっては職場に代わ
る学校と家庭とから生活世界が構成されるものとし
た（小内 2005）。その点では、当然ながら、学齢期
の子どもの生活を成り立たせるのは学校と家庭だと
捉えられる。
　家庭と教育の関連については、Blau and Duncan
（1967）の研究以来、教育社会学の中心的な研究主
題の一つとなってきた。すなわち、ある人の到達階
層には、教育達成とともに、それらを規定する出身
階層（家庭）の影響が及んでいるということである。
その影響の強弱は、時代や地域（国）、あるいは研
究者ごとにさまざまに論じられてきたが、どのよう
な家庭に生まれるかが本人の教育達成に影響を及ぼ
すという点は、教育社会学の前提となっている3）。
　その関連のメカニズムについても数多くの議論が
あるが、そのなかでも大きな影響力を持つのが P.
ブルデューの文化的再生産論である（たとえば、
Bourdieu 1979＝ 1990 など）。ブルデューは、階層
的な地位達成の元手となる資本を、経済資本、社会
関係資本、文化資本の 3 種類からなるものとして捉
え、それぞれの階層が所持する資本に違いがあるこ
とから、出身階層が教育達成や到達階層に及ぼす影
響に差が生じるとした。特に、文化資本を媒介とし
て、高階層出身者は高い教育達成を経て高階層に到
達し、低階層出身者は低い教育達成を経て低階層に
到達するメカニズムは、文化的再生産論として広く
知られている。
　ブルデューが日本に紹介された当時、注目された
のはこの文化資本概念であった。文化資本概念に着
目し、出身階層、教育達成、到達階層の三者の関連
を実証的に明らかにする研究も数多く積み重ねられ
た（その先駆的なものとして、宮島・藤田編（1991）
がある）。
　ところが近年、教育社会学ではむしろ社会関係資
本の方が着目されている。ここには、J.S. コールマ
ン（Coleman 1990＝ 2004）や、R.D. パットナム
（Putnam 1992＝ 2001, 2000＝ 2006）によるソーシャ
ル・キャピタル論へ注目する流れの影響があろう。
そのなかで、経済資本や文化資本は可変性が低く、
いずれの家庭に生まれるかで将来がある程度決まっ
てしまうという決定論的な側面がみられる。これに
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対し、社会関係資本は、生まれた後にも外側から提
供することが可能であり、経済資本や文化資本の面
で不利益を被る人々にも、その不足を一定程度補う
ことができる。この点に着目し、社会関係資本を「つ
ながり」と把握して議論を展開するのが志水（2014）
である。また、宮島喬は、外国籍の児童生徒が文化
資本、社会関係資本の面で不利益を被っているとし
たうえで、「教師に質し、地域学習室に通い、親し
い友人をつくり、進学ガイダンスなどの機会をつか
み、助言、授け、情報を得るといった行動をとる生
徒は、この資本（社会関係資本――新藤）の生成者、
獲得者、かつ活用者であろう」（宮島 2014：147）
と述べ、外国籍児童生徒の教育達成の不利を、社会
関係資本の面から補う発想を提示している。
　宮島自身は、「家族もまた、事実上一個の文化資
本とみることができる」（宮島 2014：13）としてお
り、出身家庭の有する文化資本の側面から、家庭の
基本的な性格をおさえている。しかし、志水の把握
からは、社会関係資本の発想から生じた「つながり」
には、学校と家庭とのつながりも含まれている。家
庭単体としてみた場合には文化資本、あるいは経済
資本の側面が強くなる4）が、家庭が学校と取り結ぶ
関係に注目した場合には、社会関係資本の側面がよ
り鮮明になる。そして、先述の可変性の高さでいえ
ば、この「家庭と学校との関係」という部分が注目
される。
　しかし、これまでの外国籍の児童生徒の教育をめ
ぐる諸研究のなかで、「家庭と学校との関係」を中
心に扱ったものは多いとはいえない。もちろん、家
庭や保護者に着目する研究は少なくない。たとえば、
先述の志水らが組織したニューカマーと教育をめぐ
る共同研究グループは、ブルデューの再生産戦略概
念（Bourdieu 1987＝ 1991 など）のうち教育戦略に
着目し、ニューカマーと教育の実相を描出した（志
水・清水編 2001；志水ほか編 2013）。また、筆者
が参加した調査研究でも、保護者への調査を行い、
その生活や教育意識についてはかなり詳細に明らか
にしている（小内編 2003, 2009）。だが、基本的には、
外国籍の児童生徒を、保護者や家庭の側から照射す
ることに主眼が置かれており、保護者・家庭と教
師・学校の関係を直接的な主題としているわけでは
ない。
　それは、教師の側に着目した研究でも同様である。
児島（2006）は、日本語教室担当の日本語教師が、
外国籍生徒と、日本人生徒や教師とのパイプ役とな
り、新たな関係性が生まれたことを明らかにしてい
る。また、古久保（2003）は、保護者の将来展望が
定まらず、また外国籍児童生徒への教育方法も十分
に確立していないなかで、教師たちが外国籍児童生
徒教育に戸惑いを感じている状況を指摘している。
しかし、これらでは保護者や家庭に関する言及はみ
られるが、基本的には外国籍児童生徒の教育を教師
の側から描き出すというもので、「家庭と学校との
関係」を主軸に据える分析はそれほど進んでいない。
いずれにしても、保護者－子ども－教師という三者
の関係を対象とするなかで、保護者－子どもと、子
ども―教師というそれぞれの関係に比べ、保護者－
教師の関係を論ずるものは相対的にかなり少ない。
　そこで本稿では、これまでの外国籍児童生徒をめ
ぐる教育に関する研究のいくつかを振り返ることで、
外国籍児童生徒の学びを支える「家庭と学校との関
係」を考えるための基礎資料をまとめることを目的
とする。その際、筆者がこれまで主に対象としてき
た在日ブラジル人の教育に関する研究を中心とする
ことをご寛恕願いたい。
　前述の小内は、多文化状況における共生を考える
際に、「共生の存在論」「共生の規範論」「共生の政
策論」の 3 つのレベルで議論を整理する必要を指摘
している（小内 2007）。そこで、本稿でも、外国籍
児童生徒の学びを支える「家庭と学校との関係」を
みるうえで、「存在論」（実態がどうなっているか）、
「規範論」（どうしていくべきか）、「政策論」（具体
的に何をするのか）の 3 つの観点で、これまでの研
究の知見を整理していく。
１　「家庭と学校との関係」の存在論
1.1　保護者の日本語力の問題
　森田京子は、長野県にある、ブラジル人児童が多
く通う公立小学校で参与観察を行った。その成果
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（森田 2007）には興味深い知見がいくつも載せられ
ているが、パウロ（仮名）という男子児童に関わる
分析を紹介したい。
　小学校 3 年生だったパウロは、日常的な日本語力
を備えていた。しかし、持ち物や行動などに関する
ルールを守れないことが多く、同級生の日本人児童
のなかには、事あるごとにパウロを非難する者が何
人かいた。担任教師自身も、そのような非難には、
ルールを守らないパウロに原因があるとしつつ、個
人攻撃を避けるにはどうしたらよいか、という発想
で対応を試みていた。ただし、ここで一つ重要なの
は、「なぜパウロがルールを守らないのか」という
問いが欠けていたことである。ここには、保護者の
日本語力の問題が指摘できる。
　パウロの保護者の日本語力については、次のよう
に指摘されている。
　　パウロの母親（非日系）は通訳抜きでは会話が
成り立たず、多少話せるパウロの父親（日系）を
頼みにしても、夜勤続きで面談の都合もつかない
状態だった。結局、阿部先生（3 年時の担任の仮
名――新藤）との連絡も途絶えがちで、疎遠になっ
ていたのである。したがって、就学上の援助的役
割を一手に引き受ける外国人児童の母親が、日本
語で情報交換できるかどうかは、その家庭の教育
支援体制を知る尺度として非常に重要なのである。
（森田 2007：42）
このように保護者、とりわけ母親の日本語力が不足
している場合、学校からの連絡事項がうまく伝わら
ない。ポルトガル語に翻訳されたものであっても、
そもそもそこに書かれていることがどういうことな
のか、日本の学校になじみがないと理解できない部
分もある。そのため、通常であれば保護者が用意す
るようなもの（給食の身支度など）も、日本語力不
足が原因で十分に用意されないこともある。保護者
の日本語力が、外国人の子どもの就学にマイナスの
影響をもたらすことがありうる。
1.2　保護者の学校文化理解力の問題
　また、教師たちの調査からは、外国籍の保護者と
の連携の難しさが指摘されることが多い。たとえば
先述の古久保は、群馬県のブラジル人集住地域の公
立学校での教師調査をふまえ、以下のように指摘し
ている。
　　授業で必要なものをそろえない、親と連絡がと
れない、欠席時の連絡をよこさない、提出物を出
さないなど日系ブラジル人生徒の親が学校に協力
的でないことも指摘されている。このような現状
に対して教師の側からは日本語指導助手に協力を
要請しているが、協力－通訳してもらうのにも時
間的限界があるので、教師が日本語で子どもに伝
言し、また直接に電話するなどの努力をしている。
にもかかわらず連絡事項が伝わらないという不満
が、教師の日系ブラジル人生徒の親への厳しい評
価につながっている。（小内ほか 2001：225-6）
もちろん、「親も自分自身のことで精いっぱいって
いうところがあって、子どもにまで気が回っていな
いというところがあるんですよね」（中 2 担任）（小
内ほか 2001：226）と、保護者の状況に同情を寄せ
る教師も少なくない。一方で、親の都合で言葉のわ
からない国の学校へ連れてこられたという子どもへ
の同情と保護者への非難も少なからずみられる（小
内ほか 2001：226）。「保護者が学校に協力的でない」
という見解は、2000 年前後の教育委員会や学校で
の調査で、筆者もよく耳にした。しかし、「子ども
を伴って来日する親で、『子どもの教育などどうで
もよい』と考える者はいない。仕事、住宅、医療、等々
と並んで、子どもの学校をどうするかは彼らにとっ
て最大の関心事の一つであり、心配事である。ただ
し、まだ仕事がうまくいかない、安定しない、住宅
が決まらない、といった時、つい子どもの学校のこ
とをなおざりにし、先送りしてしまうことがある」
（宮島 2014：87）との事情にも配慮する必要が指摘
されている。
　こういったある種の「誤解」を解くためにも、教
師と保護者の連携を進める必要がある。しかし、日
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本語力の問題、時間の問題（長時間労働に従事）、
日本での教育の意義をめぐる問題（帰国する予定の
ブラジル人の子どもにどこまで日本式の教育を提供
するか）といった問題もあり、連携を図ること自体
にも難しさが存在している（小内ほか 2001：227-
9）。
　この点に関し、拝野寿美子は、「就労によって精
神的・時間的余裕がないブラジル人の親にとって、
子どもたちを日本の学校に就学させることは、自分
たちが日本の学校で教育を受けた経験がないだけに、
物理的・精神的負担を大きくする。毎日のように発
信される学校からの連絡、準備するべきものや行事
の多さは、ブラジル人学校の比ではない」（拝
野 2010：198）と指摘する。さらに拝野は、日中は
公立学校で過ごし、放課後にブラジル人学校のポル
トガル語コースに通うブラジル人の子どもたちにつ
いて、学校から受け取ってくるプリント類をそのブ
ラジル人学校のスタッフがポルトガル語に翻訳して
親に伝えている様子も報告している（拝野 2010：
198）。ブラジル人の保護者にとって、日本の公立学
校は、言葉の壁と、そこに自分が通った経験がなく
不案内であるという状況とから距離を感じる反面、
子どもは公立学校に馴染んでいく様子に、保護者の
側が置いて行かれるような不安を感じてもいるもの
と捉えられる。
1.3　変わる子どもへのバイリンガル志向の意味
　オールドカマーの保護者と異なり、ニューカマー
の保護者は、日本語が不自由なことが多い。そのこ
とは、わが子へ母語と日本語の両者の獲得を期待す
る「バイリンガル志向」となって表れる。このバイ
リンガル志向は、外国籍保護者に広くみられる。た
だし、その意味合いには、時期によって多少の変化
が見出される。
　小野寺理佳は、1990 年代末の群馬県大泉町での
ブラジル人保護者への調査から、保護者が子どもに
ポルトガル語と日本語の 2 言語の獲得を期待する状
況を「バイリンガル志向」（小野寺 2003：103）と
把握した。ただし、このころのバイリンガル志向は、
2 言語が使えればより有利な形で職業選択ができる
といったプラスアルファを求めるものであった。そ
の点では、「十分条件としてのバイリンガル志向」
と捉えられる。
　一方、2000 年代半ばの愛知県豊橋市、静岡県浜
松市でのブラジル人保護者のデータを加えた筆者の
分析でも、バイリンガル志向は確認された。しかし、
このときの「バイリンガル志向」は、かつてのプラ
スアルファを求めるものというよりは、使用言語の
違いによる親子間のディスコミュニケーションを回
避するために必ず実現しなければならないものと捉
えられた。その点では、「必要条件としてのバイリ
ンガル志向」と位置づけられる。滞日期間が長期化
しても日本語力が伸びない保護者と、着実に日本語
中心となる子どもの間に乖離が生じる。2007 年の
浜松市での調査データでは、公立学校に通うブラジ
ル人児童生徒で、ポルトガル語を「よくできる」「ま
あまあできる」とする者が 72.8％であるのに対し、
日本語を「よくできる」「まあまあできる」とする
者は 82.3％と、日本語の方が「できる」とする者が
多くなっている（新藤・菅原 2009：17）。このよう
な状況を受け、保護者のバイリンガル志向は、子ど
もの日本語の習熟に伴い、十分条件としてのものか
ら、必要条件としてのものへと変化してきている
（新藤・菅原 2009：28）。大泉・豊橋・浜松の 3 地
域のデータで、ブラジル人児童生徒の 47.6％が、自
身が「学校でポルトガル語を習った方がよい」と答
えているのに対し（新藤・菅原 2009：19）、ブラジ
ル人保護者では 70.8％が、子どもが「学校でポルト
ガル語を習った方がよい」とする（新藤・菅
原 2009：26）など、保護者の方で学校での母語教
育の期待はかなり大きくなっている。その期待の裏
側に、こうした「必要条件としてのバイリンガル志
向」の存在を読み取ることができる。
1.4　労働世界中心の保護者
　外国籍の保護者は、労働世界が大きなウェイトを
占める場合が少なくない。特に、1990 年以降に増
加した南米系の日系人の場合、基本的な来日目的が
「出稼ぎ」であることから、労働世界が中心となる
のは、ある意味で当然な部分もある。筆者が参加し
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た 1990 年代末から 2000 年代半ばにかけて群馬県大
泉町・愛知県豊橋市・静岡県浜松市の 3 つのブラジ
ル人集住地で行われた調査では、公立学校に子ども
を通わせるブラジル人保護者の職業をみると、
76.2％が「工員」となっていた。また、世帯年収の
平均は 307.4 万円5）と、決して十分な金額とはなっ
ていなかった（新藤・菅原 2009：22-3）。この点か
らも、労働世界が主となることは、やむをえないと
も捉えられる。
　また、はじめにでも指摘したように、2008 年の
リーマン・ショックに影響を受けた雇い止めによっ
て多くの在留外国人が日本を離れるなど、外国籍保
護者の雇用環境は不安定である。この点について宮
島は、「出稼ぎ型の働き方をしている両親は、何が
あっても欠勤できないと考え、幼児が熱を出して保
育園に預けられない時など、中学生の長女に学校を
休ませて世話をさせる。そうしたことが何回か重
なって、結局彼女は学校が遠くなり、不登校に陥っ
てしまった。また、周りの日本人の子どもが塾通い
を始め、自分も行きたいと思ったが、親からは『と
てもそんな余裕はない』と一蹴され、高校進学もう
まくいくまいと思い、学校から足が遠のいてしまっ
た」（宮島 2014：192）というケースを紹介している。
保護者の雇用の不安定さが、子どもたちの学習環境
の不安定さにつながり、さらには場合によっては不
登校状態に陥ってしまうおそれもあることがわかる。
さらに、経済的条件の問題で、高校進学も覚束ない
という問題も無視できない。
　下の子の面倒をみるために学校を休む、あるいは
経済的条件が問題で高校進学を断念するということ
は、戦後間もないころの日本にもよく言及される状
況ではある。その点でいうと、経済的な基盤の厳し
さの結果として、女子よりも男子の進学を優先する
という考え方もかつてはよくみられたといわれる。
それは、外国籍児童生徒の家庭にあっては、未だ進
行中の問題である。静岡で調査を行った竹ノ下弘久
らは、ブラジル人保護者が、女子よりも男子の方を
より高校進学させようとする傾向があることを指摘
している（Takenoshita et al. 2014）。いずれも、根
底には保護者の雇用や経済状況の不安定さが存在す
るが、そのことが子どもたちの教育環境に負の影響
を与えている側面も存在することが看取される。
1.5　いじめへの対処の不安
　外国籍保護者が抱える不安のうち大きなものの一
つは、いじめへの不安である。たとえば宮島は、「来
日早々、『日本の学校では外国人の子どもがいじめ
られる』という噂を耳にし、親は俄かに不安になっ
た。そして子どもはクラスの中で日本人生徒から少
しきついことを言われ、おびえ、就学の意欲をしぼ
ませてしまった。親が学校に抗議し、『それほど問
題とするような言動ではないはずである』と学校は
答えたが、結局親は数カ月後にその子を帰国させる
ことに決めている。『いじめ』への懸念がニューカ
マー外国人を捉えている強さは、予想以上である」
（宮島 2014：89）と指摘している。
　外国籍児童生徒へのいじめがどの程度生じている
か、正確に把握するデータはない。ただし、日本で
の学校生活を送った後、母国に戻った南米出身の子
どもたちを対象に調査を行ったミックメーヒルと村
元は、「2010 年のペルーとアルゼンチンの調査では、
日本の公立学校でいじめを受けたことがあるかどう
か、子どもたちに率直に尋ねた。47 人が回答し、
そのうち 28 人が『ノー』、19 人が『イエス』と答え、
その全てが自分は外国人だからいじめられたのだと
語った」（ミックメーヒル・村元 2012：125）と報
告している。そのいじめの内容や程度はわからない
が、このときの調査に協力した子どもたちの約 4 割
がいじめを経験したと語っている。しかも、その理
由は、自身が外国人であるがゆえだと認識している。
より広い範囲で調べてみる必要もあるし、そもそも
いじめのイメージも外国籍の児童生徒や保護者と日
本人とでは異なる可能性もある。だが、いずれにし
ても、外国籍の子どもや保護者がいじめを心配し、
不安を抱えている状況が浮かび上がる。
　また、いじめが起こった場合に、十分な対処をし
てもらえるかという不安も、外国籍の保護者にはつ
きまとう。外国籍児童生徒の不就学を扱った研究の
なかで、山脇千賀子は、「筆者が面接した 8 ケース
のうち、4 ケースは学校での諸問題を直接的なきっ
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かけにして長期欠席するようになっている。いずれ
の場合も、同級生によるいじめが大きな問題だった。
教師による介入がほとんどみられずに、親も言葉の
壁のために積極的に学校に働きかけができず、結局
いやがる子どもを無理に学校に送り出すわけにもい
かないという理由で、親も長期欠席を黙認せざるを
えない」（山脇 2005：108）と指摘している。いじ
めへの十全な対応ができないという問題は、日本人
の場合にもあてはまるところである。しかし、外国
籍の保護者では、言葉の壁があり、学校に働きかけ
ることができない場合も多い。このことは、「家庭
と学校との関係」をつくるうえで、配慮しなければ
ならないことである。
1.6　受け入れを忌避される外国籍親子
　一方、学校側には外国籍児童生徒の受け入れをな
るべく避けようという意識がみられることも指摘さ
れる。たとえば、清水睦美は、調査先の校長から次
のように告げられたことを記している。
　　日本の学校には、外国籍生徒を受け入れる義務
は法律上ありませんから、学校の方針に従えない
生徒については、ご遠慮いただいて結構だと考え
ています。（清水 2006：3）
日本における義務教育のもっとも基本的な法的根拠
は、日本国憲法第 26 条第 2 項にある「すべて国民は、
法律の定めるところにより、その保護する子女に普
通教育を受けさせる義務を負ふ」という規定である。
教育は国家の中心的な機能の一つであり、基本的に
は人々はいずれかの国に属しているのだから、国家
はそれぞれ自国の国民に教育を提供することになっ
ているというのがここでいう「国民」という言葉に
表現されている6）。
　しかし、このことは、日本国籍を持たない者を公
教育から排除するということにはならない。また、
日本も批准している子どもの権利条約（United 
Nations Convention on the Rights of the Child、日本
政府訳としては「児童の権利に関する条約」）の第
28 条第 1 項では「締約国は、教育についての児童
の権利を認めるものとし、この権利を漸進的にかつ
機会の平等を基礎として達成するため、特に、（a）
初等教育を義務的なものとし、すべての者に対して
無償のものとする」と規定されている。これらの根
拠をもってすると、外国籍児童生徒の初等教育を義
務的なものにすることは、可能か、むしろそうしな
ければならない種類のものである。
　しかし、1951 年に調印されたサンフランシスコ
平和条約によって日本国籍を「失う」ことになった
在日韓国朝鮮人の人々には、公立学校の就学にあ
たって迷惑をかけない旨の誓約書を提出させるなど、
学校が「恩恵」として外国籍児童生徒を受け入れる
というスタンスが続いてきた（小内 2011）。現在は、
状況は改善されてきていると思われるが、宮島も
「外国人を簡単に受け入れると（受け入れ先の）校
長に叱られる」（宮島 2014：254）という教育委員
会の指導主事の発言を紹介している。さらに、佐久
間は、「日本語学級の設置には、学校長の判断が大
きく、中には設置することにより外国人集中校にな
るのを避ける意図も働く」（佐久間 2015：99）と指
摘している。現在でも学校からは、外国籍親子の受
け入れは歓迎されていない部分もあると捉えられ
る。
　また、太田晴雄は、日本語指導が必要な子どもた
ちの増加に対応する加配教員について、「『日本語能
力がきわめて不十分』な子どもに対する『日本語指
導』のみならず、『家族ともども日本の生活習慣に
通じていない』子どもに対する『生活面・学習面で
の指導』が、文部省の意図する『加配教員』の配置
理由であった」（太田 2000：191）と述べている。
この点からいえば、外国籍保護者が、子どもたちに
十全な学校生活を送らせるための支援を適切に行え
ないがゆえに、学校が加配教員を用意してその補完
を行うという図式が存在しているとも捉えられる。
そういったことが、学校や教師の側における外国籍
親子受け入れの負担感をより強めることにもなって
いるものと考えられる。
1.7　保護者の非協力的態度への教師の不満
　また、外国籍保護者の、学校への非協力的態度に
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対し、教師のなかには少なからず不満がみられる。
公立学校の教師の認識については1. 2でもふれたが、
こうした保護者の態度への教師の不満は、エスニッ
ク・スクールでもみられる。
　2000 年前後に群馬県太田市・大泉町の 3 か所の
ブラジル人学校教師を対象に行われた調査では、教
師たちが、ブラジル人学校での教育に強い自負心を
いだいていることが明らかとなった（新藤 2003）。
そして、このブラジル人学校への自負心は、保護者
への不満を惹起することにもつながっていた。
　教師からの保護者への要望をみると、「生徒の教
育に関して話す機会がほしい」「保護者同士がもっ
と関わりあってほしい」「学校行事にもっと参加し
てほしい」「家庭学習にもっと協力的になってほし
い」「学校を託児所的に扱わないでほしい」という
5 項目のすべてについて、「とてもそう思う」ない
しは「少しそう思う」とした者が過半数となった。
特に、「学校を託児所的に扱わないでほしい」（13
人中「とてもそう思う」が 11 人）や「学校行事に
もっと参加してほしい」（13 人中「とてもそう思う」
が 8 人、「少しそう思う」が 5 人）などの項目で肯
定の度合いが高く、教師たちは、保護者が学校任せ
にしていると捉え、そのような保護者に不満を抱い
ている様子を見て取れる（新藤 2003：130）。
　このような保護者が非協力的であるとの受け止め
方は、言語や学校文化の差異だけには帰着しないも
のと捉えられる。そこには、やはり保護者の労働中
心の生活の存在、経済状況の不安定さが関係してい
ることが考えられる。
　このような保護者が非協力的、あるいは保護者の
なかでは「教育は二の次」との意識が持たれている
という言説の根拠として、山ノ内裕子は、次の 4 点
を指摘する。すなわち、
　①来日のリピーター化
　②同一の職場で長く働こうとせず、転職を繰り返
す
　③日本での進学より、帰国後の進学を優先させる
　④子どもたちの言語状況に対して、親たちがさほ
ど悲観的にみえない
である（山ノ内 2012：160-1）。ただし、山ノ内は、
これらの捉え方は「彼ら（ブラジル人たち――新藤）
が限られた状況の中であえて選択した結果」（山ノ
内 2012：160）だとする。そのうえで、「ブラジル
人たちの教育選択は、まさに在日ブラジル人たちが、
デカセギを行うなか、異国の地日本において編み出
した、生存のための、そして子どもを育てていくた
めの『戦術』である」（山ノ内 2012：163）と意味
づける。
　教師には教師の、限られた条件のなかでの努力や、
ここでいう「戦術」もある。そのなかでは、保護者
の協力をもう少し得たいという思いも生じうる。た
だし、保護者の側にもこういった事情やギリギリの
ところでの選択がある。教師と保護者の双方がその
ことを認識することが、「家庭と学校との関係」づ
くりを進めるうえで重要となるだろう。
２　「家庭と学校との関係」の規範論
　それでは、「家庭と学校との関係」はどうあるべ
きなのだろうか。この点を考えるうえで、在日韓国
朝鮮人の教育に関する論考をまとめた中島智子は、
次のように指摘している。
　　一般に日本人教師は、「朝鮮人の子どもも日本
人と同じに
0 0 0
扱っているので、学校のなかに差別は
ない」という意識をもち、「とくに義務教育段階
の学校は日本国民の育成を目ざすところで、朝鮮
人の親もそれを承知で子どもを通わせている。し
たがって特別な配慮は必要なく、かえって寝た子
を起こすことになる」と現状を肯定しがちである。
しかし、朝鮮人を日本人と区別なく
0 0 0 0
扱うことが実
は朝鮮人差別につながることや、朝鮮人保護者が
決して日本の教育内容の同化性に満足しているわ
けではないことは理解されにくい。（中島 1997：
317-8、傍点原文）
このことは、在日韓国朝鮮人の子どもたちに対する
教師の意識を語ったものである。この点については、
貧困層出身の子どもたちに対する教師の関わり方と
新　藤　　　慶238
して指摘される部分と重なりを持っている。杉村宏
は、貧困層の子どもたちに対する教育に関わり、教
師のなかには「社会階層で子どもを区別・選別する
考え方を持ち込むことは適当でない」（杉村 1988：
17）との考えが根強く存在することを指摘している7）。
　この点について額賀美紗子も、日本とアメリカの
多文化教育の方法についての比較研究から、日本の
学校では「『すべての差異を同等に扱う』学校文化
によって社会的公正に対する教師の気づきが阻害さ
れている」（額賀［2003］2009：135）と指摘する。
これを受け、志水は、「『特別扱い』を嫌う日本の教
師文化のありようが、マイノリティの子どもたちの
個別的教育ニーズに応えるという回路を閉ざしてし
まっているというのである。この問題点の指摘は、
筆者らがかつて行った首都圏の小中学校における
フィールド調査から導き出された結論（志水・清
水 2001、 第 2 章 ） と 同 一 の も の で あ る 」（ 志
水 2009：103）とし、ニューカマーの子どもたちへ
の教育をめぐる学校の状況とも通じることに触れて
いる。
　この点は、単に「特別扱いを嫌う」という日本の
教師文化だけではなく、「日系ブラジル人児童・生
徒に対する特別な配慮が、日本人児童・生徒の『ズ
ルイ』という批判を生み、それをおそれる教師が、
配慮を続けることができなくなるという構図」（小
内ほか 2001：222）の存在も影響していると考えら
れる。外国籍児童生徒の「特別扱い」によって教師
自身の立場も悪くなる可能性もあるし、「特別扱い」
される外国籍児童生徒自身と日本人児童生徒との関
係を悪化させるおそれもある。その点では、「特別
扱い」を躊躇する教師の苦難にも十分に配慮する必
要がある。
　このような状況に対して志水は、「今求められて
いるのは、『子どもたちを特別扱いするのはよくない』
という常識から、『すべての子どもを特別扱いする』
というスタンスへの発想の転換であろう」（志
水 2009：103）と主張する。外国籍の児童生徒だけ
ではなく、日本人の児童生徒も含めたすべての子ど
もを特別扱いするという方向性である。これは、す
でに日本の学校に定着したいい方であれば、「個に
応じた指導」8）ということになるだろう。この「個
に応じた」というあり方を、エスニシティを問わず
適用するという方向性である。
　そして、この「個に応じた」という対応の方向性
を、保護者にも適用することが重要だと考えられる。
保護者対応は、教師の本務とは異なるとの理解もあ
るかもしれない9）。しかし、子どもの学びを支える
ために、エスニシティの違いにかかわらず、保護者
対応も「個に応じた」ものとして「すべてを特別扱
い」していくという方針が確認されることが求めら
れる。
３　「家庭と学校との関係」の政策論
3.1　学校スタッフの多エスニシティ化
　それでは、こういった「個に応じた」「すべてを
特別扱い」する対応の実現には、具体的にどのよう
な取り組みが求められるのだろうか。
　エスニシティを問わずに「個に応じた」児童生徒
や保護者対応をしていくために重要とされることの
一つは、学校スタッフの多エスニシティ化である。
宮島は、「『人』つまり教育を担うエイジェントの多
文化化である。欧米では多文化の教育や文化の政策
では、それを担う人々（教師、自治体職員、その他
専門家）も多文化化することに意が払われている」
（宮島 2014：255）ことを紹介している。
　また、ミックメーヒルと村元は、日本で子どもを
公立学校に通わせ、ブラジルに帰国した保護者の次
のような聞き取りを引用している。
　　ブラジルにいたら受けなかったような独自の教
育を、娘は日本で受けました。年長者や教師を敬
うことを教わりました。これはみんな日本で受け
た教育のおかげです。しかし、日本の学校にはもっ
とブラジル人の教師が必要です。（ミックメーヒ
ル・村元 2012：122）
このように、ブラジル人保護者からすると、ブラジ
ル人教師を欲する気持ちは強い。
　日本の学校の教壇に教員として立つ場合、日本の
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教員免許を持つ必要がある（教育職員免許法第 3
条）。そのため、日本人以外の人を教員として迎え
ることには難しさもある10）。
　そのため、多くの外国籍児童生徒の集住地域では、
日本語指導助手などとして、日本語学級などと呼称
される取り出し授業を、一般の教諭とともに担当す
るスタッフを雇用している。このスタッフは、ポル
トガル語と日本語が話せる在日ブラジル人など、外
国籍の児童生徒の母語と日本語を橋渡しし、基礎的
な日本語の定着を促す役割を担っている。また、学
校からの連絡文書の翻訳や、外国籍保護者への家庭
訪問や電話連絡などの際の通訳なども担っている。
それゆえ、一般の教諭からは「通訳の先生」などと
呼ばれている場合もある。
　また、外国籍の児童が多数在籍する保育所には、
文字通り「通訳」を務めるスタッフが配置されてい
る場合もある。この点について品川ひろみは、「多
くの保育所では、日本語が堪能な保護者や保護者の
知人などがその役割（通訳――新藤）を果たしてい
ることが多い」（品川 2011：111）と指摘している。
その成果として、「日常の保育においては、通訳の
存在は大変重要であり、通訳がいることで子どもへ
のコミュニケーションも、保護者へのコミュニケー
ションも飛躍的にすすむ」（品川 2011：117）とま
とめられている。
　さらに、拝野は「浜松市では日本の学校や幼稚園、
保育園の教職員向けのポルトガル語コースが設置さ
れた（2011 年現在は受講生を教職員に限定してい
ない）。この教室の講師はこれらの学校や幼稚園に
自らの子どもたちを通わせているブラジル人保護者
である」（拝野 2012：184）という事例を紹介して
いる。保育者や教師の外国籍の保護者への対応を円
滑にするだけでなく、保育者や教師の語学力を向上
し、通訳を介さずとも一定程度の保護者との関係づ
くりができるような取り組みも行われている。
　免許制度の規定もあり、正規の教育・保育職とし
て外国籍のスタッフを抱えることは難しいかもしれ
ない。しかし、外国籍住民も納税者である。その観
点からいえば、住民における各エスニシティの割合
と同じ程度に公立学校のスタッフも多エスニシティ
化することには、一定の根拠も存在するようには思
われる。
3.2　外国籍児童生徒の就学義務化
　ただし、学校スタッフの多エスニシティ化など、
財政も大きく絡む問題については、簡単に対処する
ことはできない。特に、外国籍児童生徒への教育行
政の対応は、ほとんど市町村レベルでなされている
現状を考えれば、より高いレベルでの制度的・財政
的基盤が求められる。
　そこで提起されるのが、外国籍児童生徒も含めた
就学義務化である。この点について、宮島と佐久間
は、それぞれ次のように述べる。
　　義務教育学校を『一条校』に限定せず、保護者
にとって学校選択（文化選択）が可能となるよう
に、外国人学校（民族学校）も一定の条件の下に
そこに含める。（宮島 2014：265）11）
　　すべてを日本の学校に就学させることではない。
……一定の条件を充たしたインターナショナル・
スクールや民族学校も含めて義務化を考えれば、
多くの不就学児童生徒の救済にも通じる。（佐久
間 2015：129）
　この両者の主張はほぼ同様である。つまり、「就
学義務化」といっても、現在の「一条校」、つまり
学校教育法第 1 条に規定される学校への就学を求め
るというわけではない、ということである。ここで
は、朝鮮学校やブラジル人学校などエスニック・ス
クールも含め、学齢期の子どもの就学を保障する義
務を考えているということである。
　このようにすることで、「一条校」の側に、極端
な受け入れの負担が生じるわけではない。また、外
国籍児童生徒が日本国籍でないがゆえに生じる学齢
期の不就学の発生も避けることができる。さらに、
公的な財政支援が不十分であったエスニック・ス
クールも、義務教育の一角を担うとなれば、より手
厚い支援によって、教育環境の改善も期待される。
ただし、エスニック・スクールへの財政支出につい
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ては議論がわかれる可能性もある12）。
おわりに
　以上限られたなかではあるが、在日ブラジル人を
中心とした外国籍の児童生徒の教育をめぐる諸研究
から、外国籍児童生徒の学びを支える「家庭と学校
との関係」についての「存在論」「規範論」「政策論」
をみてきた。ここから明らかになったことを振り返
ると、以下のようになるだろう。
　第 1 に、「存在論」のレベルでは、家庭と学校と
の間にさまざまな困難が存在することが確認された。
端的には、保護者の日本語力や、日本の（学校）文
化の理解力が不十分であるために、保護者と教師の
関係を円滑に構築することが難しくなっていた。ま
た、出稼ぎ目的で来日し、かつ経済的にも不安定で
あることの多い外国籍保護者からすると、子どもの
教育を軽視しているわけではないが、教師の側から
は「非協力的」と映ってしまう状況も存在した。さ
らに、学齢期であっても、外国籍児童生徒の就学が
日本の国内法的には義務となっていないことにより、
制度面、あるいは教師の意識面で、公立学校に外国
籍親子を受け入れる体制が十分に整っているとはい
い難い実態も見出された。そのようななか、外国籍
保護者はわが子がいじめにさらされる恐れや、そう
なっても適切に教師と連携しながら対処することが
できるかどうかという不安を抱えることにより、エ
スニック・スクールや帰国を選ぶケースも少なから
ず存在していた。
　第 2 に、このように困難を抱える外国籍児童生徒
の「家庭と学校との関係」の構築は、「すべてを特
別扱い」し、「個に応じた」対応をするという基本
方針で進めていける可能性が示唆された。外国籍の
親子は、言語や文化の面、あるいは生活環境の面で
も、学校において問題を生じやすい位置にいる。し
かし、外国籍の親子だけでなく、階層的な観点、あ
るいは障害の観点など、あらゆる点で個に応じた指
導が求められる状況に学校は置かれている。このよ
うな方向性で学校運営を図ることで、外国籍の親子
も、あるいは他の問題状況を抱えている親子も、必
要な支援を学校や教師から受けられるようにするこ
とを、「家庭と学校との関係」づくりが目指す展望
として位置づけられるだろう。
　さらに第 3 に、「個に応じた」という原則を持つ
外国籍児童生徒の「家庭と学校との関係」づくりを
進めるうえでは、教育スタッフの多エスニシティ化
が望まれる。現状でも、日本語指導助手などが配置
されているが、在籍する子どもたちのエスニシティ
の多様性にあわせて、教育スタッフも多エスニシ
ティ化することが期待される。そのことは、外国籍
の親子だけでなく、日本人の教師たちにとっても、
「家庭と学校との関係」をつくるうえで、大きな助
力になるものと思われる。
　そして、そうしたスタッフの整備など、財政的な
対応を可能にするために、外国籍児童生徒の就学義
務化も提起されていた。この点は、まだ十分に議論
が成熟しているわけではないが、エスニック・ス
クールにまで義務教育で就学すべき学校の範囲を拡
大することで、現在の一条校側の受け入れ負担の軽
減と、エスニック・スクールへの公的な援助の根拠
の提供が図れるという効果が期待される。まだ具体
的な政策に落とし込むだけの論点の整理も不十分で
はあるが、今後、より議論を精緻化することが求め
られるだろう。
　筆者が参照できた限られた研究に基づく素描でし
かないが、教師が感じる「外国籍保護者対応の問題」
を少しでも解消し、外国籍児童生徒の学びを支える
「家庭と学校との関係」形成を促していくための一
つの素材として本稿を位置づけ、今後のさらなる議
論や研究・実践の発展につなげていきたい。
［付記］
　本稿は、2016～2020 年度日本学術振興会科学研究費補助
金基盤研究（C）（研究課題「ブラジル人の子どもの教育を
支える保護者－教師・学校関係についての実践的研究」、課
題番号 16K04600、研究代表者・新藤慶）に基づく研究成果
の一部である。
［注］
 1）橋本直子「日本にいる在留外国人数に関する法務省報道
外国籍児童生徒の学びを支える「家庭と学校との関係」構築に向けて 241
を受けて」（http://www.huffingtonpost.jp/naoko-hashimoto/
foreign-residents_b_15501608.html,2017.9.17 閲覧）。
 2）これ以降、基本的に「外国籍（の）児童生徒」というい
い方を用いる。渋谷真樹は、佐久間（2015）の書評で、書
名に「多国籍化」と「国籍」という言葉が使われているこ
とに対し、「日本国籍でありながら日本語が不十分であっ
たり、外国籍であっても日本で生まれ育っていたりといっ
た見えにくさや捻じれこそが、本領域の現代的な課題と考
える。そうした状況を認識していながら、なぜあえて筆者
は『多国籍化』という語を選択したのであろうか」（渋
谷 2016：109）と疑義を呈している。これについては佐久
間自身も、「多国籍化という表現をしたが、単身で移動し
てきても、日本で配偶者をもてば、多くの子どもは日本国
籍者になる。それでも家庭内の言語や身の回りの文化が、
日本語やそれ以外の文化であったりすることも多く、国籍
は当人のありのままの姿を表さないので、本人の多様性を
示すため『外国につながる子ども』という言い方すら生ま
れている」（佐久間 2015：ii）と指摘しており、日本国籍
であっても「外国につながる子ども」が存在することに言
及している。この点は、本文でも触れた日本国籍を持ちな
がら日本語指導が必要な児童生徒が少なからず存在するこ
ととも重なる。逆に、日本国籍を持たなくとも、在日 2 世
以降の世代など日本生まれの子どもたちは、言語や文化の
面では、むしろ日本人のそれとの方が近しい場合もある。
このように、エスニック・マイノリティの教育を論じる場
合、「国籍」という言葉で表現することは不適切だとも考
えられる。しかし、ここでは「外国籍」と同程度に定着し
た類似の表現をみつけることができなかったため、「外国籍」
という言葉を用いる。ただし、ここでは日本国籍を持つエ
スニック・マイノリティの存在も念頭に置いている。
 3）最近の教育社会学での有力な議論として、親が子どもの
教育に投ずることができる資本の多寡と、親が子どもにか
ける期待の状況が子どもの教育達成に影響を与えるとする
P. ブラウンの「ペアレントクラシー」概念が着目される
（Brown 1990）。
 4）ただし、宮島が経済資本よりも文化資本として家庭の性
格をおさえるところには、日本人家庭と比べた場合、同等
の経済水準であっても、言語や学校・教育に関する意識な
どで日本人家庭とは異なったものがあり、それが不利に働
きやすいという面を重視しているものと考えられる。
 5）このときの調査では、税込額か手取り額かを明示して尋
ねず、単に「世帯全体の年収はだいたいどのくらいになる
のでしょうか」と尋ねている。そのため、税込額を回答し
た者と手取り額を回答した者の双方が存在する可能性があ
る。
 6）この点については、本学部齋藤周教授（法学）にご教示
いただいた。
 7）本稿の主題とは少しずれるが、杉村の論考を含む子ども
の貧困と教師との関係に関する簡単なレビューとして、宮
内ほか（2014：130-1）を参照。
 8）「個に応じた指導」について、中教審答申「初等中等教
育における当面の教育課程及び指導の充実・改善方策につ
いて」（2003 年 10 月 7 日）を参照。
 9）この点については、保育所や幼稚園など、就学前の保育・
教育機関の役割として明確に位置づいている「子育て支援」
の機能に学ぶところもあると思われる。たとえば、2008
年告示の保育所保育指針には、「保育所における保護者へ
の支援は、保育士等の業務であり、その専門性を生かした
子育て支援の役割は、特に重要なものである」（第 6 章）
とあり、保育所や保育士の重要な業務の一つとして保護者
への子育て支援が位置づけられている。このように、保護
者対応を学校や教師の業務の一つとして位置づけることは
大きな意味を持つと考えられる。なお、2017 年告示の新
しい保育所保育指針には、「保育士等の業務」といった文
言は載せられていない。
10）この点では、特区制度を活用して、日本の教員免許を持
たなくても母国での教員免許を持てば子どもへの指導を行
えるとする群馬県太田市のバイリンガル教員の制度は注目
に値する。この制度について詳しくは、池上・末永（2009）
を参照。
11）ここで言及されている「義務教育学校」とは「義務教育
の学校」（つまり、小学校・中学校段階の児童生徒が通う
学校）という意味で用いられているものと思われる。2016
年度から導入された、小中学校の課程を一貫した形で運営
する「義務教育学校」のことを指しているわけではないと
考えられる。
12）朝鮮学校を高校無償化の対象としなかった国の対応を違
法として、朝鮮学校の元生徒たちが国を相手取って起こし
た裁判が 5 地裁に提起されている。このうち、2017 年 7
月に判決が出された広島地裁では原告の敗訴、大阪地裁で
は原告の勝訴、9 月に判決が出された東京地裁では原告の
敗訴と、裁判所によって判断がわかれている。
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